
第４章 島根県出雲市における飼料用米生産とその展開 
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１． はじめに

序章で見たように，全国的に飼料用米生産の取組が盛んな地域は，東北や北関東を中心

とした東日本に集中している。本章で対象とする島根県の飼料用米作付面積は全国で 21

位であるが，今回調査対象地域とした出雲市はじめ，島根県東部の平坦地では有力な転作

作物の 1 つとして飼料用米が定着しつつある。また，島根県は従来から指摘されているよ

うに集落営農の先進地域でもあり，こうした組織経営体の展開と連動しつつ飼料用米が普

及していることが予想される。しかしながら，同県における飼料用米生産の展開と農業構

造との関係は十分に明らかにされていない。

本章では島根県出雲市を対象に，飼料用米生産の展開と地域農業構造の関係を明らかに

することを課題とする。

本章の構成は，２．で島根県全体における飼料用米生産の状況を概観した後，３．で飼

料用米の作付けが盛んな出雲市の農業概況及び近年の農業構造の動きを分析した上で，同

市における飼料用米生産の展開過程を整理する。その後，４．で実際に飼料用米を作付け

ている集落営農法人の事例分析を行い，５．で若干の考察と結論を述べる(1)。 

２． 島根県における飼料用米生産の動向

まず島根県全体の飼料用米の生産状況と，出雲市における飼料用米生産の位置付けを示

す。

島根県の農業生産額のうち最も多いのが米で，全体の約 4 割を占めているが，近年は飼

料用米をはじめとした主食用米以外の稲の作付けが増加している。農業センサスによれば，

2015 年の島根県の稲作付面積は 18,578ha であったが，このうち 6.2％にあたる 1,153ha は

飼料用稲（飼料用米のほか，WCS 用稲も含む）である。2010 年の飼料用稲の作付面積は

不明であるが，中国四国農政局島根県拠点の資料によれば，島根県全体での主食用米の作

付面積が 2010 年の 19,250ha から 2015 年には 17,500ha へと減少している。このことを踏ま

えれば，この 5 年間に飼料用として用いられる稲の作付面積が増加していると考えられる。 

続いて，加工用米等も含めた非主食用米の島根県における作付面積及びその構成を示し

たのが第 4-1 図である。2014 年での非主食用米の作付面積は 1,470ha であったが，このう 
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第 4-1 図 島根県における非主食用米の作付面積と構成（2014 年） 

資料：中国四国農政局資料，出雲市農業再生協議会資料（平成 27 年度確定版）． 

第 4-2 図 島根県の地域区分別に見た飼料用米の生産状況（2016 年） 

資料：2015 年農業センサス，経営所得安定対策関係資料． 
注 1） 田面積は 2015 年農業センサスにおける農業経営体の経営田面積とした． 
  2） （ ）内の数字は，島根県内のシェアを示す．

ち最も多いのは飼料用米の 748ha で，全体の 50.9％を占めており，さらに全体の 24.4%に

あたる 358ha が出雲市で作付けられている。 

島根県は第 4-2 図に示したように，東部地域，西部地域，隠岐地域の 3 つに地域が分か

れているが，県内の田の 68.6％が東部に集中している。これは東部に山陰屈指の穀倉地帯，

出雲平野が広がるためであるが，飼料用米もこの東部地域での作付けが多い。島根県全体
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での飼料用米作付面積は 2016 年産で 1,148ha であるが，うち 81.6%にあたる 937ha が東部

で作付けられており，多収品種に限っても 83.1％が東部である。また，島根県庁からの聞

き取りによれば，東部の中でも出雲市，松江市，安来市といった比較的平坦部が広がる地

域での作付けが多いとのことであった(2)。 

このように，島根県では地域的な偏りを内包しつつも急速に飼料用米が普及している

が，県としては飼料用米生産に対する積極的な振興策は行っておらず，その普及は JA 主

導のもと行われている。そのため飼料用米の集荷・流通もほとんどが JA を通して行われ

ており，JA 以外の相対取引されている飼料用米の作付面積は県全体で 100ha 程度と 1 割に

も満たない。

第 4-3 図は JA しまねが取り扱う飼料用米の作付面積の推移を示したものである。これを

見ると，2009 年は 80ha だった作付面積が 2010 年には一気に 355ha にまで拡大し，さらに

2011 年には 699ha にまで増加している。このうち出雲地区分が 42.3％（296ha）を占めて

いる。その後 2013 年には JA しまねが取り扱う飼料用米作付面積は 528ha に減少している

が，出雲地区での面積は増加し続け，2013 年で 301ha，県全体の飼料用米作付面積の 57.0

％を占めるに至っている。さらに 2014 年には JA しまね全体での作付面積が再び増加に転

じ，主食用米の米価下落と飼料用米の数量払いが開始された 2015 年には 1,002ha にまで達

している。

このように出雲市は県内でもいち早く飼料用米の展開が見られた地域であるとともに，

一貫して作付面積が増加し続け，県内で高いシェアを維持している地域である。以下では

出雲市の農業構造と飼料用米生産の展開について，より詳細な分析を行う。
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第 4-3 図 JA しまねが取り扱う飼料用米の作付面積の推移 

資料：JA しまね出雲地区本部資料． 
注．JA しまねを通さない個人の作付面積は含まれないため，前掲第 4-1

図と値は異なる．
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３． 出雲市の水田農業構造の動向

（１） 出雲市の概要

出雲市は島根県の東部に位置する自治体で，東西約 30km，南北約 39km の範囲に広がり，

面積は 624.36km2，地目別では，宅地 38.16km2，田・畑 104.85km2，その他（山林・原野含

む）481.35km2 となっている。現在の出雲市は 2005 年 3 月にそれまでの出雲市，平田市，

大社町，湖陵町，多伎町，佐田町の 2 市 4 町が新設合併し，さらに 2011 年 10 月に斐川町

を編入している（以下，現在の出雲市から旧斐川町を除いた地域を旧出雲市と呼称）。出

雲市の中央部は出雲平野，南部は中国山地が位置し，日本海に面する島根半島の北及び西

岸はリアス式海岸が展開し，海，山，平野，川，湖と多彩な地勢を有している。出雲平野

は中国山地に源を発する斐伊川と神戸川の二大河川により形成された沖積平野で，北は島

根半島，東は宍道湖，西は日本海の大社湾に至る。地下水が豊富なため湿田が多く，宍道

湖周辺部は更に湿田が多いが，近年は土地改良による乾田化も進められている（第 4-4 図）。 

2017 年 3 月現在の出雲市の人口は 174,724 人，また 2015 年の国勢調査によれば，2015

年時点での出雲市の就業者総数は 87,146 人で，このうち 6.2％が第 1 次産業就業者（うち

1 割が漁業），26.3％が第 2 次産業就業者，64.1％が第 3 次産業就業者である。より細かく

見ると，最も就業者数が多いのは製造業の 15,102 人（17.3％），次いで医療，福祉で 13,577

人（15.6％），卸売・小売業 13,149 人（15.1％）と続く。 

旧斐川町
現出雲市

SC経営

SB経営

SA経営

旧出雲市

第 4-4 図 出雲市と調査経営の位置（SA 経営，SB 経営，SC 経営） 

注．今後の分析範囲に対応させて，現在の出雲市のうち旧斐川町を除いたエリ

アを旧出雲市として表示した．
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また，出雲平野部は前述したように県内屈指の穀倉地帯であり，稲作が盛んであるが，

ぶどう・柿・いちじく・メロン・しいたけ・ブロッコリー・青ねぎ・アスパラガスなどの

特産物も生産されている。2015 年農業センサスによれば，総農家数は 6,813 戸であるが，

そのうち販売農家数は 3,565 戸と 52.3％に過ぎず，約半分が自給的農家である。また，土

地持ち非農家は，販売農家数を上回る 5,693 戸に及ぶ。販売農家を専兼業別に見ると，専

業農家数は 611 戸（17.1％），第 1 種兼業農家が 440 戸（12.3％），第 2 種兼業農家が 2,514

戸（70.5％）と第 2 種兼業農家の比率が高い。また，組織経営体が 128 経営体存在する。

経営耕地面積は 6,214ha，うち田が 5,526ha と 88.9％を占める。 

なお，出雲市内を管轄していたいずも農業協同組合（旧出雲市）及び斐川町農業協同組

合（旧斐川町）は 2015 年に島根県農業協同組合（JA しまね）に再編されているが，農業

の取組が大きく異なることもあり，現在もそれぞれに地区本部が置かれている（出雲地区

本部，斐川地区本部）。そのため，2011 年に立ち上がった地域農業再生協議会も旧出雲市

と旧斐川町で，別々に設置されている。

（２） 出雲市における水田農業の振興施策

周知のように，島根県は中山間地域を中心に早くから集落営農の育成に力を入れてきた

が，組織化の動きが遅れていた出雲市においても，2004 年に集落営農の組織化・法人化の

推進を目的とした「21 世紀出雲農業支援センター」が設立された。同センターは市の農業

政策課内に置かれ，市と JA からそれぞれ職員が派遣され，農業支援政策のワンストップ

サービスが行われている（田代，2006）。以下に掲げるすべての事業がこの農業支援セン

ターで行われているわけではないが，出雲市の農業支援政策は市役所と JA が一体となっ

て取り組んでいるものが多い。出雲市における農業支援政策は様々であるが，飼料用米に

関係するものに限定すれば，①集落営農の組織化・法人化の推進，②市独自の補助事業制

度（通称 FFF 事業），③地域とも補償事業がある。

まず，集落営農の組織化・法人化に対する具体的な支援内容は，地域農業の現状把握や

情報提供，組織化のルール作りの支援や研修，1 法人当たり定額の 40 万円を支給するなど

の支援がある。また，法人の設立にあたっては，100 万円を上限に法人の資本金の 2 割ま

で JA が出資している。 

次に，市独自の補助事業制度である「フロンティア・ファインティング・ファンド」，

通称 FFF 事業について説明しよう。これは市と JA しまね出雲地区本部がそれぞれ 6,500

万円，総額 1 億 3 千万円の経費を負担して，市・JA・生産者代表等からなる FFF 運営協議

会のもと運営されている出雲市独自の補助事業で，2006 年から開始されている。FFF 事業

の対象は様々であるが，区分としては①農産振興事業，②特産振興事業，③畜産振興事業，

④特認事業の 4 つがある。そのうち土地利用型農業に大きくかかわるのは①の農産振興事

業で，具体的には機械・施設の購入額の 3 分の 1 から半額を補助したりする等の取組があ

る。ただし，補助を受ける際の要件も存在する。具体的には，機械・施設への補助は，営
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農・経理を一元化した集落営農や法人，認定農業者が対象であり，また，生産調整の達成，

地域とも補償への加入（後述），経営耕地に不作付地がない等の要件がある。

さらに出雲市では地域とも補償事業にも取り組んでいる(3)。この事業は，市が 1,000 万

円，JA が 1,000 万円，そして田のある農業者が 10a 当たり 3,500 円を拠出して，これを基

金化し，転作作物の内容や面積，団地化の程度に応じて転作実施者に助成するものである。

飼料用米の作付けに対しても，1kg 当たり 5 円（基準単収の 521kg を満たすと 10a 当たり

2,605 円）が助成される。さらに飼料用米の作付けほ場を連担化した場合，1ha 以上の連担

で 10a 当たり 7,000 円，50a 以上のそれで 5,000 円が加算される。例えば飼料用米を，1ha

の連担化したほ場で，基準単収で生産した場合には，10a 当たり 9,605 円が助成されること

になる。

（３） 旧出雲市の水田農業構造

島根県全体との比較から，旧出雲市における水田農業の動向を見る。第 4-1 表は農業経

営体の経営体数，経営耕地総面積，そして田の利用状況の変化を，2010 年と 2015 年につ

いて，島根県，旧出雲市，補論で触れる邑南町について示したものである。なお，旧出雲

市は前述したように水田が広がる平場地域であるのに対し，邑南町は中山間地域に属する。

邑南町の詳細については補論で触れるとして，ここでは旧出雲市との比較を行う限りにお

第 4-1 表 島根県，旧出雲市，邑南町における経営耕地の利用状況（農業経営体） 

（単位：ha，%） 

飼料用 二毛作

2010年 24,650 27,772 23,273 18,390 … 176 3,162 1,721 3,341 1,158

2015年 19,687 25,749 21,928 18,578 1,153 259 2,404 945 2,982 840

2010年 - 100.0 83.8 66.2 … 0.6 11.4 6.2 12.0 4.2

2015年 - 100.0 85.2 72.2 4.5 1.0 9.3 3.7 11.6 3.3

2010年 3,907 4,377 3,636 2,573 … 18 653 410 360 381

2015年 2,957 4,025 3,438 2,873 440 83 407 156 333 256

2010年 - 100.0 83.1 58.8 … 0.4 14.9 9.4 8.2 8.7

2015年 - 100.0 85.4 71.4 10.9 2.1 10.1 3.9 8.3 6.4

2010年 1,476 1,517 1,339 1,069 … 2 116 154 164 14

2015年 1,236 1,423 1,282 1,067 60 3 98 117 131 10

2010年 - 100.0 88.3 70.5 … 0.1 7.6 10.2 10.8 0.9

2015年 - 100.0 90.1 75.0 4.2 0.2 6.9 8.2 9.2 0.7

島根県 △ 20.1 △ 7.3 △ 5.8 1.0 … 47.2 △ 24.0 △ 45.1 △ 10.7 △ 27.5

出雲市 △ 24.3 △ 8.0 △ 5.4 11.7 … 361.1 △ 37.7 △ 62.0 △ 7.5 △ 32.8

邑南町 △ 16.3 △ 6.2 △ 4.3 △ 0.2 … 50.0 △ 15.5 △ 24.0 △ 20.1 △ 28.6

実

数

構

成

比

実
数

構

成

比

 経営耕地
経営耕地
の あ る

経営体数
畑 樹園地稲以外稲田 不作付

増
減

率

島
根

県

旧
出

雲
市

邑

南
町

実
数

構

成

比

資料：農業センサス．

注 1)  旧出雲市のデータは斐川町を除いたものである． 
 2) 2010 年の飼料用稲の作付面積は農業センサスで把握しておらず，不明であることから「…」で示す． 

－82－



いて言及する。

まず，この 5 年間で経営体数は県・市ともに減少しているが，旧出雲市の 24.3％減が顕

著であり，中山間地域である邑南町は 16.3％減と島根県，旧出雲市よりも減少率は低い。

また，経営耕地面積の減少率も旧出雲市が 8.0％と最も高い。ただし，田の減少率で見る

と，旧出雲市は 5.4％減と県平均の 5.8％減よりやや低い。 

また，2010 年と 2015 年での田の利用状況を見ると，稲を作った田の構成比自体はいず

れも上昇しているが，同面積の増減率は島根県全体で 1.0％増なのに対し，旧出雲市は 11.7

％の増加であり，県平均よりかなり高い水準となっている（実数で見ると，2,573ha→

2,873ha）。先に見たように，旧出雲市における飼料用米作付面積の増加傾向を踏まえれば，

この稲作付面積の増加は主食用米ではなく飼料用米によるところが大きいと推察される。

次に，稲以外の作物を作った田について見ると，島根県平均では 24.0％の減少なのに対

して，旧出雲市は 37.7％減と減少率が更に高い。加えて不作付地について見ると，島根県

平均で 45.1％減，旧出雲市はこれより更に高い 62.0％の減少率である。農家数の減少，経

営耕地面積の減少，稲以外の作物だけを作った田及び，不作付地の減少といった傾向は県

全体でも見られるが，こうした動きはより旧出雲市で顕著と言える。

さらに，経営耕地面積規模別の田面積（第 4-2 表）により，2010 年から 2015 年にかけ

ての旧出雲市の農業構造変動の特徴を見る。まず旧出雲市の特徴的な点として挙げられる

のは，①販売農家の増減分岐点が県では 5～10ha であるのに対し，旧出雲市は 10～20ha

であること，②5ha 未満層の販売農家の面積減少率は県の 18.3％に対し，旧出雲市は 25.1

％と 6.8 ポイント高く，また 5～10ha 層も 13.3％と高い減少率を示していること，③2015 

第 4-2 表 島根県及び旧出雲市における経営耕地面積規模別田面積の推移 

（単位：ha，%） 

5ha未満 5～10ha 10～20ha 20～30ha 30～50ha 50ha以上

2010年 19,180 16,957 1,267 555 258 142 －

2015年 16,561 13,850 1,366 818 265 211 51

増減率 △ 13.7 △ 18.3 7.8 47.3 2.8 48.6 －

2010年 4,086 173 285 1,124 1,061 634 809

2015年 5,361 198 387 1,441 1,310 1,002 1,023

増減率 31.2 14.5 35.9 28.2 23.4 57.9 142.0

2010年 82.4 99.0 81.6 33.1 19.6 18.3 －

2015年 75.5 98.6 77.9 36.2 16.8 17.4 4.7

2010年 2,928 2,422 257 184 29 35 －

2015年 2,467 1,814 223 268 71 90 －

増減率 △ 15.7 △ 25.1 △ 13.3 45.4 142.3 156.6 －

2010年 707 18 26 164 270 60 169

2015年 969 29 34 133 413 185 175

増減率 37.1 66.8 32.8 △ 19.0 52.9 207.2 3.2

2010年 80.6 99.3 91.0 53.0 9.9 36.8 －

2015年 71.8 98.4 86.8 66.9 14.8 32.7 －

販売農家の
面積シェア

島

根

県

旧

出

雲

市

販売農家

組織経営体

販売農家の

面積シェア

販売農家

組織経営体

計
経営田面積規模別田面積

資料：農業センサス．
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年時点の 10～20ha 層の販売農家の面積シェアが 66.9%と，県全体の 36.2%よりも 30.7 ポイ

ントも高く，また 30～50ha 層の販売農家の面積シェアも 32.7％であり，県全体の 17.4%よ

りも 15 ポイント以上高いこと，④20～50ha 層の面積増減率が販売農家・組織経営体とも

に 50％を超え県よりも高いことである。他方，県と旧出雲市いずれも販売農家合計の経営

耕地面積のシェアが低下しており，組織経営体合計の同面積増加率が 30％台である点は共

通している。

以上，旧出雲市は県全体に比べ，比較的規模の大きい販売農家が多く存在する一方で，

10ha 未満層での田面積の減少が進んでいるという特徴を示した。こうした中，経営耕地に

占める販売農家の面積シェアが低下する一方，組織経営体による農地集積が進みつつある。

以下では，こうした旧出雲市における農業構造の動きと，飼料用米の展開がいかに連動し

ながら進んでいるかを分析する。

2016 年現在で，旧出雲市における集落営農組織は 88 組織あるが，そのうち法人は 27 組

織にとどまり，特定農業団体が 2 組織，作業受託・機械共同利用組織が 39 組織，協業経営

組織が 18 組織，転作組織が 2 組織と，非法人の作業受託・機械共同利用組織が多い。また，

組織形態としては構成員のほぼ全員が出役する，いわゆる「ぐるみ型」が多い。とはいえ

近年は，任意組織での協業化を経ずに法人化する集落営農組織も多く，後述する調査対象

の 1 つ（SC 経営）はこのケースに該当する。 

４． 旧出雲市における飼料用米生産の動向

（１） 旧出雲市における飼料用米導入の契機とその展開

旧出雲市は，県内でもいち早く飼料用米の作付面積が拡大した地域であることは前掲第

4-3 図で示したとおりであるが，その拡大は JA の取組によるところが大きい。JA しまね

出雲地区本部は，全国的に見ても早くから飼料用米の生産に着目しており，2007 年には飼

料用米の試験栽培(10a)を実施している。その後 2009 年には「飼料用米利活用研究会」を

組織し，JA の養鶏部や肉用牛部会員への給餌実証を経て，飼料用米の普及を図ってきた。

出雲地区本部が飼料用米の普及を図ったねらいは，①乾田化できないほ場での転作対策，

②現存する耕作放棄地の解消対策，③飼料価格高騰対策などであった。

第 4-3 表は旧出雲市における主な水田作物の作付面積の推移を示したものである。これ

を見ると，最も大きく変化しているのは 2009 年から 2010 年である。この間に，大豆が 70ha，

調整田や保全管理田も 76ha 減少しており，これと入れ替わるように飼料用米が 127ha 増加

している。

その後，2010 年から 2015 年にかけても徐々に作付構成が変化しているが，この間最も

減少しているのは主食用米で 210ha の減少である。次いで調整・保全管理田が 109ha 減少

しており，表作の麦も 73ha 減少している。 
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第 4-3 表 旧出雲市における主な水田作物の作付面積の推移 

（単位：ha） 

09年－
　10年

10年－
15年

主食用米 … … 2,743 2,728 … 2,686 2,606 2,533 2,475 … △ 210
飼料用米(SGS含) 7 60 187 296 289 301 355 407 450 127 220
加工用米 94 58 42 42 40 48 82 87 … △ 16 45
WCS用稲 0 19 29 46 54 76 99 109 … 10 80
大豆 104 100 30 24 20 20 19 18 … △ 70 △ 12
麦(表作) 218 218 233 220 203 160 151 160 … 15 △ 73
ブロッコリー 76 80 59 57 52 56 52 49 … △ 21 △ 10
調整田・保全管理 753 745 669 621 613 571 566 560 … △ 76 △ 109
そば（裏作） 55 75 66 74 87 108 106 115 … △ 9 49

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
増減面積

 資料：出雲市提供資料．

注 1)  旧斐川町は除く． 
2) 「…」はデータ不明を示す．

その一方で，飼料用米はこの間に 220ha 増加しているが，作付面積が大きく増加したの

は 2010 年から 2011 年にかけての 109ha 増と，2014 年から 2015 年にかけての 52ha の増加

である。さらに WCS 用稲が 5 年間で 80ha 増，加工用米が 45ha 増，裏作のそばが 49ha 増

となっている。また，加工用米は 2014 年に 80ha 台にまで拡大し，以降は横ばいで推移，

WCS 用稲は緩やかに増加を続けている。 

以上から，旧出雲市では 2009 年から 2010 年にかけて大豆の作付面積が減少し，また 2010

年から 2015 年にかけて主食用米と麦の作付面積が徐々に減少する中で，それと入れ替わる

ように非主食用米，特に飼料用米の作付面積が増加していることが明らかとなった。

（２） 旧出雲市における飼料用米の作付体系等

旧出雲市内で作付けられている飼料用米はすべて多収品種の「みほひかり」（知事特認

品種）であり，2016 年の 10a 当たり基準単収は 521kg である。飼料用米の田植作業や収穫

作業はそれぞれ主食用米の作業後に行われている。田植時期は，主食用米のコシヒカリが

4 月末から 5 月 20 日まで，きぬむすめが 5 月 10 日から 5 月末までの間であり，飼料用米

の田植時期は，主食用米の田植が終わった 5 月下旬から 6 月上旬である。収穫時期は，コ

シヒカリが 9 月上旬（早いと 8 月下旬）から 9 月 15 日まで，その後，きぬむすめが 10 月

上旬まで，続いて 10 月中旬以降がみほひかりとなっている。また防除は，飼料用米につい

ては出穂期の 1 回にとどめ，出穂後は農薬散布を行わないよう指導している。これは飼料

用米の場合，稲わらやモミを活用することが多いためである（WCS 用稲も同様）。

旧市内の飼料用米はすべて JA を通じて出荷されるが，このこともあって飼料用米の乾

燥・調製作業はすべて JA のカントリーエレベータで行っている。飼料用米の受入れは主

食用米の受入れが終わる 10 月 17 日の 2 日後，10 月 19 日から始まり，10 月末日で終わる。 

－85－



第 4-4 表 JA しまね出雲地区管内における飼料用米の生産主体別作付けシェア（2016 年） 

（単位：ha，%） 

主食用米面積 2,475 (100) … (…) 473 (19)

飼料用米面積 441 (100) 348 (79) 195 (44)

全体面積 認定農業者
（組織含む） 集落営農組織

資料：JA しまね提供資料． 

したがって飼料用米の収穫時期はどの経営体もほぼ同じである。

収穫された飼料用米は，カントリーエレベータに集積されるが，主食用米とは受入れ時

期をずらすことで，コンタミのリスクを低減している。飼料用米の乾燥・調製費用は 1t

当たり 1 万 6 千円で，水分含有量 26％以下にまで調製する。 

ところで，みほひかりは元々一般品種として開発された品種であることもあるが，青森

県や茨城県の事例で見たような品種と異なり，茎は太くなく，小型のコンバインでも収穫

可能である。また，出雲市では飼料用米はすべて JA のカントリーエレベータに集約され

るため，乾燥調製施設を個人所有する必要はない。そのため機械・施設装備の面からは兼

業農家でも作付けが可能であるが，実際には集落営農組織が作付面積の 44.3％を占め，個

別農家を含めた認定農業者全体でのシェアは 79.0%となる（第 4-4 表）。兼業農家の作付

けが少ない要因は，JA しまね出雲地区本部からの聞き取りによれば，兼業農家の多くは仕

事との兼ね合いから田植や収穫を短期間に一度の作業で済ませる必要があるが，飼料用米

を作付けると作業時期が品種単位で分かれて長期化してしまうことにある。なお，組織経

営体のうち，飼料用米を生産しているのは 34 組織で，出雲地区の集落営農組織の 38.6％

にあたる。

（３） 旧出雲市における飼料用米の流通

出雲市内で収穫された飼料用米は，3 カ所のカントリーエレベータで，2,400t（500t，900t，

1,000t）まで受入可能である。飼料用米の大半が JA しまね出雲地区管内で作付けられてい

るため，隣接する斐川地区管内で作られた飼料用米は，すべて出雲地区のカントリーエレ

ベータで受入れている(4)。逆に出雲地区管内で作られた「つや姫」はすべて斐川地区のカ

ントリーエレベータで集約することで，カントリーエレベータの利用効率化等を図ってい

る。ただし，近年の飼料用米増産に対してカントリーエレベータの受入量は限界に達して

いる。カントリーで調製した飼料用米は，コンテナで岡山県倉敷市のＪＡ西日本くみあい

飼料の水島工場に運ばれ，調製済みの飼料を空になったコンテナに積み直し，島根県へ帰っ

てくる。飼料用米はすべて県内利用である。なお，WCS 用稲もすべて管内で利用している。 

飼料用米を生産している農業者からは，もっと飼料用米を作りたいとの要望もあるが，

前述のようにカントリーの受入量が限界を迎えていることに加え，JA しまねの飼料用米利
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用は県内に限られていること(5)，飼料用米の実需者である畜産経営も需要量が飽和しつつ

あることから，現状以上の飼料用米の生産拡大は困難としている(6)。 

５． 出雲市における飼料用米生産の実態と集落営農組織の展開

本節では，JA しまね出雲地区管内で飼料用米を生産している 3 つの集落営農法人の経営

内容の分析を行う（第 4-5 表）。いずれも経営田面積は 30～40ha 前後であり，また，すべ

ての法人に JA が出資している。 

（１） 農事組合法人ＳＡ経営の事例（集落営農組織）

１） 設立の経緯

SA 経営は 2012 年に 1 集落（U 集落）で設立された農事組合法人で，後述するように構

成員のほぼ全員が出役する，いわゆる「ぐるみ型」の集落営農である。集落は斐伊川の下

流に位置し，宍道湖に面している湿田地帯にある。集落内の総世帯数は 27 戸で，うち農家

が 25 戸，農作業をしない農地所有世帯が 2 戸ある。属地面積は田が 30ha，畑が 3ha であ

る。田の基盤整備事業は 1972 年に実施され，大半が 30a 区画である。ただし，一部のほ場

は SA 経営が自ら畦抜きをしたため，60a～1ha 区画のほ場も存在する。今後，排水対策の

ための土地改良事業が計画されている。

SA 経営の法人化は 2012 年と近年のことであるが，集落全体での共同的な取組は非常に

古い。SA 経営が立地する U 集落は，隣接する M 集落とともに 1961 年から共同防除作業

に取り組んできた。また，生産調整が始まった際には，2 集落で集団転作と小麦のブロッ

クローテーションにも取り組んできた。その後，米価が下落する中で，機械の半額助成事

業を利用して 1998 年に機械利用組織を立ち上げるとともに，農家が個別所有する機械を集

約・整理した。ただしその際，M 集落には集落をまとめるリーダーがいなかったため，集

落の合意形成が図れず，共同活動から撤退し，それまでの積み立て金を個人に分配した。

そのため，M 集落は今でも個別経営のみの展開となっている。一方で U 集落は現在の SA

経営の母体となる機械利用組織等が設立され，その後 2004 年の米政策改革大綱を受けて特

定農業団体となり，会計収支を一元化した上で，2012 年に法人化した。 

２） 経営の概要

SA 経営は 27 戸の農家等と JA が参加し，資本金 360 万円のうち 60 万円は JA による出

資である。当組織への参加単位は家単位ではなく個人単位であり，参加人数にすると 43

名である。参加農家の中には，世帯主世代だけではなく後継者世代も加入している農家も

あり，構成員のうち 10 名が 20～30 歳代である。こうした個人単位の参加としたのは，後

継者等の若い世代の組織への積極的な関与を期待してのことである。また，彼らには建設
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土木系の資格を取ることを推奨しており，その必要経費は組織が負担している。また，構

成員のうち 2 名が認定農業者（1 名が 10 頭飼養する酪農家，1 名が施設野菜農家）で，さ

らに管理作業をしない農家が 2 名（2 戸）いる。この 2 名が管理作業をしないのは，高齢

となり体力面から作業に従事できないためである。経営田面積は 39ha（2017 年 1 月時点）

で，このうち 10ha が前述の隣接する M 集落からの借地である。M 集落の農地は約 40ha

あるが，SA 経営が 10ha，他地区の農家が 10ha 入り作しており，残り 20ha が集落の小規

模な農家によって耕作されている。地代は 10a 当たり 8,000 円であるが，他集落から借地

している地代は 5,000 円と低い(7)。地代設定が違うのは，組織の収益をできるだけ構成員

に還元したいと考えているためである。水利費は 10a 当たり 800 円で法人が負担し，土地

改良の償還金は 10a 当たり 2,000 円で地主負担である。 

作付作物は主食用米，飼料用米，WCS 用稲，小麦，ブロッコリー，加工用米である。こ

れ以外に防除作業，収穫作業，乾燥・調製作業を受託している。他方で，WCS 用稲の収穫

作業は他地区の大規模農家へ委託している。委託料は 1 ロール当たり 3,000 円（10a 当たり

約 3 万円）だが，ロールの販売金額も 1 ロール 3,000 円と同程度であるため，委託料は販

売収入でほぼ相殺され，組織に残る収入は助成金部分である。

３） 土地利用状況と作業体系

作付面積は主食用米が 23.1ha(8)，飼料用米が 4.1ha，WCS 用稲が 4.2ha，加工用米が 4.0ha，

小麦が 2.3ha，ブロッコリーが 66a（小麦の裏作）となっており，非主食用稲による転作が

多い一方で，労働集約型作物にも取り組んでいる。

所有機械は稲作用機械一式の他に，麦播種機，乾燥調製施設，育苗ハウス 2 棟を構えて

いる。

構成員のうち，機械作業を行うオペレータは 6 名で，基本的に農外就業からの退職者で

構成されている。年齢構成は，50 歳代が 1 名，60 歳代が 5 名である。構成員報酬は，確定

給与支給制ではなく従事分量配当制としており，労働内容・年齢・性別にかかわらず時給

1,000 円で統一している。農作業は構成員で行っており，構成員外からの雇用等はない。 

水管理・畦畔管理作業は地主に再委託しており，10a 当たり 1 万円を支払っている。た

だし，地主が対応できないほ場の作業は法人が行っている。

稲作の作業体系を見ると，育苗作業は構成員に委託し，田植作業は土曜日，日曜日に行

うように調整し，兼業農家の構成員も含めて全戸が出役できるようにしている。代かきと

田植はそれぞれ 1 日当たり 2ha の作業が可能である。また，両日で終わらない場合，中心

メンバーが平日に作業して，田植作業を終わらせている。

SA 経営では湛水直播にも取り組んでいるが，これは田植の出役日数を減らし，労働費

を減らす狙いと，今後，構成員全員参加による作業が難しくなることから，少人数でも作

業できるようにするためである。湛水直播であれば，労力も移植作業の 10 分の 1 で済み，

平日に中心メンバー3 名で作業することができる。なお，SA 経営の代表者によれば，10

年以上前から直播に取り組んでおり，近年ようやく技術が確立してきたため，移植栽培と
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同程度の単収を得られるようになったとのことである。現在直播は主食用米で 6ha ほど実

施しているが，今後は主食用米の 1/3 くらいは直播にしたいとのことである。 

こうした省力化の取組の一方で，労働集約部門としてブロッコリーを導入している。ブ

ロッコリーの植え付けは 9 月 1 日と 9 月 10 日に，2 回に分けて行い，収穫作業は 11 月上

旬から 12 月下旬まで行う。ブロッコリーの収穫は熟練技術が必要であるため，この作業に

は特定の 8 名が従事している。1 日当たりの作業時間は 2 時間である。出荷先は JA である

が，JA しまねでブランド化しており，生協を経由して，近畿（主に大阪）で流通している。 

また，作業受託にも取り組んでいる。防除作業を近隣の集落営農組織から受託し，50ha

の作業を 6～7 日間で実施している。農薬代は委託者負担で，作業料金は 10a 当たり 1,500

円，防除作業の受託収入は約 120 万円である。この他に，収穫作業 2ha（2 件）と持ち込み

の自家保有米 1,000 袋の乾燥・調製作業を受託している。 

４） 飼料用米作付けの経緯と現状

SA 経営は，元々麦・大豆で転作に対応していたが，当該地域は低湿地帯のため小麦の

10a 当たり収量が 200～250kg とあまり高くないという問題があった。そうした中で飼料用

米への助成が始まったのを契機に，飼料用米の作付けを開始するようになった。飼料用米

を採用した理由は，①主食用米と収穫時期に差があるため作業分散が可能で，稲の作付面

積拡大が可能なこと，②稲作用機械がそのまま使えること，③助成金単価が高水準である

ことなどである。現在，小麦は排水の良好なほ場でのみ生産し，飼料用米は湿害が生じる

ほ場で作付けしている。

また，飼料用米の生産開始後は，近隣の肥育農家と耕畜連携事業を使いながら稲わらの

交換を行っている。飼料用米の稲わら 4ha 分を肥育農家が採集し，代わりに 200t の堆肥を

購入（2t 車 1 台当たり 4,000 円）している。耕畜連携事業の助成金は耕種農家の収入とな

り，稲わらは肥育農家に無料で提供されるが，その採集作業は肥育農家が自ら行っている。

この堆肥は 25～26ha 分の量で，組織の経営田すべてを賄えないため，残りの田には土壌改

良材を散布している。さらに小麦の単収維持のため，ブロックローテーションを実施して

いる。

主食用米の 10a 当たり収量は 480kg（8 俵），飼料用米は 520kg（8.7 俵）である。とは

いえ，主食用米の単収は例年は 540kg 程度が見込めるが，コシヒカリが 2015 年と 2016 年

で不作続きであったため低下したとしている。飼料用米も基準単収の 521kg にわずかでは

あるが達していない。この要因として，みほひかりは地力の収奪が強く，同一ほ場での連

作には向かないこと，また肥料を一般品種の 1.5 倍は与える必要があるが，まだこうした

特性を理解できていなかったことを挙げている。

５） 経営の成果と今後の意向

総収入は 5,137 万円，うち主食用米の販売金額が 2,300 万円，ブロッコリーの販売金額
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が 750 万円，作業受託料金が 250 万円，交付金が 1,600 万円，共済金が 310 万円である。

今後，飼料用米の取組意向については現状維持としている。というのも，①JA の受入れ可

能量が限界に達していること，②実需者である畜産生産者側の状況がわからないこと，③

飼料用米の助成金の継続性に対して不安があることがある。なお，ほ場整備完了後は，主

食用米の作付面積を 3 割に減らすことになっているため，飼料用米以外の新たな転作作物

として小豆や施設野菜の導入を考えているとのことであった。

（２） 農事組合法人ＳＢ経営の事例（集落営農組織）

１） 設立の経緯

SB 経営は 2016 年に法人化した集落営農組織で，3 集落（農家数 140 戸）で構成されて

いる。

法人が立地する 3 集落はいずれも平場にあり，神戸川の下流域に位置する。1980 年頃に

基盤整備事業が行われているが，区画が 10a 未満のほ場もあるため，2025 年から 50a や 1ha

の大区画ほ場整備事業を行う計画がある。

SB 経営は 2013 年に JA の勧めで特定農業団体として設立された。当時は構成員が 123

名であり，農作業の共同化，機械の共同利用，資材の一括購入によるコスト削減を図って

いた。しかし組織は，特定農業団体の要件である法人化の期限を 2017 年に迎えることに加

え，離農農地の受け手がいないため，組織自らが借地する必要が生じたことから，2016 年

3 月に法人化した。農家の法人への参加は任意としたため，15ha 程度の経営規模になるこ

とを想定していたが，地域内の大規模農家（調査時点で経営主 72 歳）が組織に参加したこ

とや，法人設立後に参加する場合のペナルティーを設けたことから，予想を上回る構成員

数 131 名，経営田面積 36ha での立ち上げとなった。またこの時に，耕作放棄地化していた

70～80a の農地を助成金を利用して復旧した。なお，3 集落の農家の中には，現在も組織に

参加していない農家が 10 戸ほど存在する。 

２） 経営の概要

経営田面積は 38ha（2017 年 1 月調査時点）で，すべて構成員からの借地であり，法人所

有地はない。地代は 10a 当たり 2,000 円であり，前述の SA 経営と比較して低水準である。

この理由は，当地域の農地は担い手不足のため，無償の使用貸借もあること，ほ場整備費

の償還が完了していることが主な要因である。2,000 円は固定資産税に相当する額である。

なお水利費は，当地域では自然流水を利用しているため発生していない。

資本金は 468 万円で，そのうち JA からの出資が 94 万円，構成員は所有地（法人への貸

付地）10a 当たり 1 万円を出資している。法人役員は 7 名で，代表理事，副代表理事，営

農部長を 3 集落からそれぞれ選出している。法人の農作業に出役している構成員は 20 名，

うち中心的に従事しているのが 10 名，さらにこのうち 7 名がオペレータである。オペレー
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タの年齢構成は 60 歳代が 4 名，70 歳以上が 3 名で，うち 30 日以上出役するのは 2 名であ

る。時給は一律 800 円だが，これに加えて従事分量配当で 400 円加算されるため，実質的

な時給は 1,200 円となる(9)。また，中心メンバー以外の 10 名は草刈り作業や消毒作業に当

たる。これらの農作業に出役する 20 人以外に，水管理のみ行う構成員が 20 名ほど存在す

る。また，構成員以外からの雇用はない。

このように，構成員のうち 40 名程度が組織の活動に参加しているが，残る 90 名程度は

まったくかかわっていない。構成員の中には家自体が出雲市内に存在しない不在地主も 4

～5 名程度存在する。彼らは都市部（東京，千葉，神奈川，大阪など）に転居しており，

総会の開催などは郵送で連絡している。

農業機械は稲作用機械以外を所有せず，また乾燥調製施設，育苗ハウスも所有していな

い(10)。そのため育苗（硬化作業）作業や，乾燥・調製作業は前述の元大規模農家に委託し

ている。また，小麦の収穫は稲作用のコンバインで行うが，そばの収穫については JA の

そば部会が所有する汎用コンバインを借りて行っている。

３） 飼料用米作付けの経緯と土地利用状況

2016 年の作付内容を見ると，主食用米が 20.4ha，飼料用米が 8.7ha，加工用米が 5.2ha，

麦・そば（裏作）が 4.2ha と，経営面積に対し稲の作付面積が大きく，転作面積 18ha のう

ち約 14ha を稲による転作で対応している(11)。 

飼料用米生産の取組開始時期は特定農業団体となった 2013 年からである。それ以前は，

集落の生産調整は調整水田と自己保全管理，そして転作代行料（注 3 を参照）を支払って

他集落へ転作を委託していた。というのも，この地域は湿田地帯で，麦・大豆等の畑作に

適さないため，転作ができなかったためである。しかし，稲作機械で作業ができ，新たな

機械投資が不要な飼料用米での転作が可能となったことから，これに取り組むようになっ

た。そしてこのことによって，会計収支を一元化できる特定農業団体へと組織をステップ

アップできた。

主食用米の品種はコシヒカリときぬむすめで，作付面積の比率は 2：5 程度である。ま

た，加工用米はすべてきぬむすめである。飼料用米の品種は多収品種のみほひかりである。

主食用米と飼料用米で作業内容等に大きな違いはないが，飼料用米は稲こうじ病の防除を

行わなければならないため，主食用米よりもその分手間がかかっている。

SB 経営の特徴としては，積極的に省力化を図っている点にある。第 1 に，きぬむすめは

鉄コーティング種子による湛水直播に取り組んでおり，2013 年の 1.1ha から 2016 年には

2.5ha へ拡大している。この省力化は，労働費の削減というよりも労働力不足を補うという

面が強い。また，2016 年から大麦・そばの裏作に取り組んでいるが，これも稲に作業が集

中する中，労働力を分散・省力化する意図があるとともに，二毛作助成を得るという目的

もある。

以上のように，SB 経営はいくつかの課題に直面しながらも順調に発展しているように見

えるが，稲の単収が不安定という問題を抱えている。主食用米のコシヒカリの単収は設立
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初年の 2013 年が 6 俵で，その後 2014 年が 7 俵，2015 年が 5 俵，そして 2016 年が 6.7 俵

と単収が低い年が多い。この要因としては，①ほ場の均平が十分ではないため，除草剤を

散布しても均一な効果を得られず，除草が不十分となること（イボ草，茶の木，ヒエなど），

②これらの除草作業に対して労働力が不足すること，③さらに 2016 年産は除草に注力した

もの，紋枯病が発生したことにより単収に加えて品質も低下し，コシヒカリもきぬむすめ

も 2 等米となった。また，稲よりも更に単収が低いのは大麦・そばである。2015 年に大麦

を 4.2ha 播種したが，収穫量は全ほ場の合計で 900kg と全滅に近かった。この原因は，播

種時期が 11 月 10 日と遅くなり，湿害による影響が生じたためである(12)。 

４） 経営の成果と今後の意向

法人としての決算は 2016 年度からであるが，2015 年度の任意組織時代での総収入は

3,562 万円，うち農産物の販売収入が 2,262 万円，助成金収入が 1,300 万円であった。任意

組織時代の剰余金を見ると，2013 年度が 1,000 万円，2014 年度が 272 万円，2015 年度が

464 万円であった。 

今後の意向は，飼料用米は若干増やしたいと考えているものの，JA の受入容量の問題か

ら，これ以上増やすことは困難であるとしている。他には加工用米が考えられるが，これ

まであった上乗せの複数年契約助成金（12,000 円/10a，3 年契約）がなくなってしまうとい

う問題がある。そうしたこともあり，単収が低くとも，麦・そばの二毛作を継続していく

予定である。また，県内需要にも限りがあることから，従来の養鶏や肥育牛だけでなく，

乳用牛にも給餌できるように技術改良を進め，需要量を拡大をして欲しいとのことであっ

た。

（３） 農事組合法人ＳＣ経営の事例（集落営農組織）

１） 設立の経緯

SC 経営は，1 つの土地改良区の範囲にある 4 集落で構成された集落営農組織で，農事組

合法人である。当該地区は SA 経営と同じく斐伊川の下流に位置し，宍道湖に面している

湿田地帯である。4 集落の総世帯数は 168 戸で，うち農家が 107 戸，農作業をしない農地

所有者が 61 戸である。なお，当該地区には個別農家 5 戸が他地区から入り作している。地

区内農地の属地面積は田が 52.5ha，畑が 1.4ha である。基盤整備事業は，10～30a の区画で

1967～68 年に実施された。 

SC 経営は 2016 年 1 月に設立された。地区には過去に機械利用組合が存在していた時も

あったが，1980 年頃までには解散しており，SC 経営の母体となる前身組織はない。ただ

し前述のように，土地改良区と組織の範囲が重なっている。組織設立の直接の契機は土地

改良事業の計画である。当地区は宍道湖に隣接しており，乾田化のために排水対策を行う

必要があることから 2018 年頃を目途に国営土地改良事業（450～460ha）の計画がある。事
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業実施にあたっては，組織（担い手）設立が要件となっており，そのために SC 経営が設

立された(13)。 

２） 経営の概要

SC 経営の構成員は，農家 89 戸に加えて JA が出資している。構成員の中には，農地の

貸付を行う正構成員（61 戸）と，農地の貸付がなく，組織から米を買うだけの准構成員（28

戸）がいる。出資は，正構成員が 10a 当たり 2 万円，准構成員が 1 万円，JA が 100 万円で

ある。なお正構成員のうち，管理作業に従事するのは 37 名である。構成員の中に認定農業

者はいない。

SC 経営の経営田面積は 28ha，うち地区外の農地が 3ha である。地代は 10a 当たり 3,000

円である。当地区では水利費が地主負担で 3,000 円程度かかるため，地代はこの費用を相

殺する額に設定されている。また，地主が水管理と畦畔草刈り（4 月，5 月，6 月，7 月の

年 4 回）を実施する場合，SC 経営はそれらの作業料金として 10a 当たり 8,000 円を支払っ

ている。

作付けている作物は主食用米と飼料用米のみである。作業は，初年度の 2016 年は農地

所有者ができる作業は自分で行ってもらうこととした。また，作業受託として主食用米の

育苗を 100 枚，防除 2.8ha を実施したが，育苗ハウスは構成員所有のハウスを利用してい

る。

SC 経営のオペレータは 3 名で全員自営業を営んでおり，50 歳代が 2 名，60 歳代が 1 名

である。労賃はオペレータも補助作業者も一律の時給 1,000 円で，30 分単位で計算して，

支給している。構成員以外で作業従事者はいない。

所有機械は，今回調査した集落営農組織の中では最も少ない。主要機械はトラクタ 1 台

とコンバイン 1 台のみで，田植機，乾燥調製施設を所有せず，後述するように構成員に作

業を委託している。ただし，構成員が所有していない乗用管理機は導入しており，購入金

額は 2,400 万円と高額であるが，補助金で半額助成され，残りは JA からの融資を受けてい

る。

３） 飼料用米作付けの経緯と土地利用状況

主食用米の作付面積はコシヒカリが 10ha，キヌヒカリが 5ha で，飼料用米は 13ha，また

加工用米も 20a 作付けている。加工用米を作付けているのは，構成員が複数年契約栽培に

取り組んでいたものを組織が引き継いだためである。直播には取り組んでいない。飼料用

米の作り方は JA による基準があるので，それに準じている。また，地域とも補償には飼

料用米への団地化加算があるため，飼料用米は団地化ができるところを選択して作付けて

いる。

経営の特徴は，設立して間もないこともあり，作業の多くを構成員に委託している点に

ある。まず主食用米については，育苗，耕起・代かき，田植，乾燥・調製作業は構成員に
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すべて委託し，法人で取り組む作業は収穫作業の一部である。また，飼料用米で法人が行

う作業は収穫作業と代かき作業の一部である。作業を受託する構成員は耕起・代かき作業

以外は固定化しており，育苗は 6 戸，田植は 4 戸，乾燥・調製は 3 戸である。作業料金は

育苗が 1 箱当たり 200 円，田植が 10a 当たり 6,000 円，耕起が 10a 当たり 5,000 円，代かき

が 10a 当たり 6,000 円，乾燥・調製作業が 30kg（1 袋）当たり 800 円である。なお，耕起

・代かき作業は 30 戸に委託して実施したが，2017 年度は SC 経営で 8 割の作業を自ら行う

予定である。

飼料用米生産に取り組む背景として，当地区は湿田のため大豆や麦等の作物生産に不向

きであるといった事情がある。仮に大豆や野菜を生産するためには，畝を高くして栽培す

る必要があるが，非常に労力がかかる。そのため，これまでは地域とも補償を利用して，

転作代行料を支払っていた。当地区で集落営農組織が設立できたのは，飼料用米での転作

が可能となり，転作代行料の支払がなくなったことが大きな要因の１つである。

飼料用米の 10a 当たり収量は 494kg と基準単収に達しなかったが，これは水管理が不十

分であったためである。というのも，水の利用時期が 8 月 10 日頃に終了してしまい，作付

けの遅い飼料用米の生育に必要な時期に水を十分に利用できず，飼料用米の生育が悪かっ

たことが要因としている。

４） 経営の成果と今後の意向

最後に経営成果を見ると，総収入は 3,567 万円で，うち農産物販売収入が 1,693 万円，

飼料用米助成金が 1,038 万円，米の直接支払いが 107 万円，農地集積協力金が 689 万円，

法人化助成金が 40 万円である。なお，飼料用米は販売収入が 48 万円であるのに対して，

カントリーエレベータによる乾燥・調製費が 150 万円かかっている。

飼料用米については，作付面積を増やしたいが，JA の受入れ施設の問題から，実現は難

しいと考えている。また，問題点としては，単収が上がらないことを挙げており，品種を

見直す必要があると考えている。今後は飼料用米だけではなく，WCS 用稲にも取り組みた

い意向を代表者は有している。

（４） 小括

以上，3 つの集落営農法人について分析を行ったが，いずれの法人にも共通するのは，

湿田地帯で設立され，また土地改良事業の計画が立ち上がっているという点である。特に

SC 経営は土地改良事業の受け皿として設立された側面が強いものの，参加している農家の

うち，オペレータ作業に従事するのは 3 名に限られており，また入り作も進んでいた。そ

のため，組織化及び法人化の直接のきっかけは土地改良事業の計画が立ち上がったことに

よるが，既に担い手不足が問題となっており，潜在的に組織化の機運は高まっていたもの

と考えられる。
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こうした中，JA の指導と支援の下で組織化されたが，湿田地帯であることから麦・大豆

の栽培に向かず，加えて法人化して間もないことから，機械設備も十分に整備されておら

ず，構成員の技術や労務体系等も十分に確立していない状況にあった。しかし，転作を行

わないとなると，地域とも補償の拠出金（10a 当たり 3,500 円）や転作代行料（10a 当たり

1 万円）の支払が経営を圧迫することになる。こうした状況下では，助成が充実している

飼料用米が転作作物として選択され，経営の安定化に寄与していると言えよう。

ところで，飼料用米の収量はどの組織も低水準であった。これは組織が飼料用米の栽培

に慣れていないことに加え，SB 経営では除草のための労働力が不足していることも要因の

1 つであった。当面は稲作技術の安定とともに，より単収が安定する飼料用米品種の導入

が求められる。特に SA 経営以外は立ち上がったばかりの法人であり，こうした問題の解

決は長期的に考える必要があろう。

このように 3 法人に共通する点は多いが，大きく異なるのが，以前から協業営農体制が

できあがっていた SA 経営がいわゆる「ぐるみ型」として展開しているのに対し，後発の

SB 経営は「オペ型」として展開している点である。では，なぜこうした違いが生じている

のか。まず SA 経営では長い協業の取組を行う中で，若年層も構成員として取り込み，資

格取得への援助を行うなど，構成員をつなぎ止める様々な努力によって「ぐるみ型」とし

ての形態を維持し続けている。これに対し，後発の SB 経営は農家の分化がかなり進んだ

段階での組織化であったため，十分な労働力の確保ができず，結果的に「オペ型」として

展開していると考えられる。つまり，それまでの集落活動の蓄積が，集落営農法人の現段

階での営農体制を規定していると言えよう。

６． おわりに

本章では島根県出雲市（旧出雲市）を対象に，飼料用米生産の展開を整理し，今日的実

態を分析した。そこで明らかとなったのは以下の点である。

まず，島根県における飼料用米の作付けは東部の平場水田地帯が広がる出雲平野中心に

普及する傾向にあった。旧出雲市は島根県全体と比較すると大規模な販売農家による田の

集積が進んでいた地域であるが，2010～2015 年にかけ，10ha 以下の販売農家の田面積が急

速に減少するとともに，組織経営体による田の集積が進んでいた。また，旧出雲市では兼

業農家による飼料用米生産の取組はマイナーであったが，これは複数の品種を土日の作業

だけで行うのは難しいといった労力的な問題が要因の 1 つであった。 

こうした農業構造の動きに加え，JA の指導や土地改良事業の受け皿として集落営農の組

織化，法人化が進んでいた。今回調査事例とした 3 法人は湿田地帯に立地し，麦や大豆な

どの転作作物に向かない土地柄であった。しかし，転作を行わないとなると，地域とも補

償の拠出金や転作代行料の支払いが経営を圧迫することになる。こうした中，機械の追加

投資が必要なく，かつ助成の手厚い飼料用米が転作作物として積極的に選択されていた。
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旧出雲市では 2011 年から既に飼料用米の作付面積の拡大が進んでいたが，こうした転作作

物の選択肢の少なさがその大きな要因と考えられる。

今後の課題としては 2 つある。第 1 に，現在，飼料用米を受入れている JA のカントリ

ーエレベータの容量が限界に達しつつあり，飼料用米の生産拡大には受入施設の拡充も検

討する必要がある。

第 2 に，生産する担い手の技術力等の課題である。今回調査を実施した法人経営は飼料

用米の単収が低水準であった。これは作付けられている品種の問題もあるが，栽培技術面

の未熟さや労働力の不足，労務管理体系が十分に確立していない等の要因があった。品種

以外の問題は今後の取組の中で解決するものと考えられるが，時間がかかることが予想さ

れるため，少なくとも土地改良事業が完了し排水対策がなされないことには，大豆や小麦

などの新たな転作作物の導入は採算が合わず困難と考えられる。長期的な地域農業の担い

手を育成するという観点からすれば，集落営農組織のスタートアップとして飼料用米生産

は重要な役割を果たしていると言えよう。

注 (1)  研究方法としては，2017 年 1 月に行った出雲市役所及び JA しまね出雲地区本部への聞き取

り調査結果，同じく 1 月に実施した飼料用米を作付ける法人 3 つの聞き取り調査結果，2017 年

3 月に実施した島根県庁への聞き取り調査結果，及び『農業センサス』などの統計資料を用い

た分析を行う。

(2)  島根県庁への聞き取り調査によれば，中山間地域で飼料用米の取組が少ないのは，収穫時期

の遅い飼料用米は中山間地域では十分に熟さない場合が多いため単収が上がらないことなど

が理由として考えられるとのことであった。そのため県としては，中山間地域における転作は

水田放牧を推奨している（補論参照）。

(3) 地域とも補償とは別に「転作代行」という仕組みがある。これは市や JA が取り組んでいる

事業ではなく，生産者間で独自に行われている取組である。具体的には転作割り当てを満たさ

ずに主食用米を多く作付けた農業者が，自身の転作割り当ての一部を別の農業者に代行して作

付けてもらうというもので，その際に前者は 10a 当たり 1 万円の転作代行料を後者に支払う。

JA によれば，こうした取組はかつて旧出雲市全域で行われていたが，近年はむしろ転作割り当

て以上に転作を行う生産者が多く，これを続けている地域は一部に限られているとのことだっ

た。

(4) 旧斐川町では既に大豆のブロックローテーションが確立していること，また排水整備が旧出

雲市より進んでいるため，飼料用米の作付けは少ないとのことであった。

(5)  飼料用米は JA ごとに全国スキームに乗せるか，県内流通のみか，いずれかの方針を採る必

要性があるが，JA しまねは県内流通を選択している。

(6) また施設増設は飼料用米政策の継続性が不透明なことから踏み切れないとのことであった。 

(7) この地域内には無地代で貸している人もいるとのことであった。

(8) 主食用米の品種はコシヒカリときぬむすめを 4：6 程度の比率で作付けている。

(9)  これ以外にも剰余金から従事分量配当と準備金を差し引いた額については地権者含め分配

することになっているが，調査時点では剰余金が少ないため，分配はほとんどないとのことで

あった。

(10) 組織所有の稲作機械は，FFF 事業から半額助成を受け，残りの資金は JA の融資を受けて，

購入した。

－97－



(11) 転作割り当ての多くを飼料用米等で対応しているが，それでも割り当てを消化できておら

ず，転作代行料を支払っている。

(12) 麦の被害は，共済金で補償された。

(13) 基盤整備後の 1 区画当たりの面積は 1ha となる予定である。

－98－




